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合併協定書 

 

 

１ 合併の方式 

 

吉城郡古川町、同郡河合村、同郡宮川村及び同郡神岡町を廃し、その区域をもって新

しい市を設置する新設（対等）合併とする。 

 

 

２ 合併の期日 

 

    合併の期日は、平成１６年（２００４年）２月１日とする。 

 

 

３ 新市の名称 

  

新市の名称は、飛 市とする。 

 

 

４ 新市の事務所の位置 

 

新市の事務所の位置は、岐阜県吉城郡古川町本町２番２２号とする。              
（現 古川町役場庁舎） 

 

５ 財産及び債務の取扱い 

 

４町村の所有する財産（土地、建物、債権及び債務等）は、全て新市に引き継ぐもの

とする。 

 

 

６ 議会議員の定数及び任期の取扱い 

 

新市の議会議員の定数は、２６名とする。 

旧町村の区域に１選挙区を設け、各選挙区の定数は、次のとおりとする。 

    旧古川町区域：１１名    旧河合村区域：３名 



    旧宮川村区域： ３名       旧神岡町区域：９名 

なお、将来における議員定数及び旧町村の区域に選挙区を設けることについては、新

市において協議するものとする。 

 

 

７ 農業委員会の委員の定数及び任期の取扱い 

 

(1) 農業委員会の委員の定数及び任期は、新市に１つの農業委員会を置き、４町村の

農業委員会の選挙による委員であった者は、市町村の合併の特例に関する法律第８

条第１項第１号の規定を適用し、合併後平成１６年６月３０日まで引き続き新市の

農業委員会の選挙による委員として在任する。 

(2) 新市の選挙による委員の定数は２６人とする。 

 

 

８ 地方税の取扱い 

 

(1) 個人町村民税・法人町村民税・固定資産税・軽自動車税・町村たばこ税・鉱産税・

特別土地保有税については、市税として現行のとおり新市に引き継ぐものとする。 

(2) 固定資産税については、市町村合併の特例に関する法律第１０条第１項の規定を

適用し、不均一課税とする。なお、税率は現行のとおり新市に引き継ぎ、５年以内

に調整するものとする。 

(3) 個人町村民税、固定資産税、軽自動車税の納期については、古川町の例により調

整するものとする。 

(4) 個人町村民税、固定資産税、軽自動車税の減免については、古川町の例により調

整するものとする。 

(5) 入湯税については、古川町の例により調整するものとする。 

(6) 都市計画税は、現行のとおり課税しない。ただし、今後の財政計画見直し時にお

いて、課税についての検討を行うこととする。 

 

 

９ 一般職の職員の身分の取扱い 

 

(1) ４町村の一般職の職員は、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。 

(2) 職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に

努めるものとする。 

(3) 職名及び任用要件については、人事管理及び職員の処遇の適正化の観点から、調



整し統一を図る。 

(4) 給与については、職員の処遇及び給与の適正化の観点から調整し統一を図る。な

お、現職員については、現給を保証する。  

 

 

１０ 特別職の身分の取扱い 

 

特別職の職員（消防団員は除く。）については、その設置、人数、任期、報酬につ

いて、法令の定めるところに従い、次のとおり調整する。 

(1) 市長、助役、収入役及び教育長の任期等については、法令の定めるところによ

る。報酬の額は、現行報酬額及び同規模の自治体の例をもとに調整する。 

(2) 市議会議員及び農業委員会の委員の報酬額については、現行報酬額及び同規模

の自治体の例をもとに調整する。 

(3) 教育委員会の委員、監査委員、選挙管理委員会の委員及び固定資産評価審査審

査委員会の委員の数、任期については、法令の定めるところによる。報酬の額

は、現行報酬額及び同規模の自治体の例をもとに調整する。 

(4) その他の条例で定める特別職については、４町村すべてに設置されていて、新

市において引き続き設置する必要のあるものは、原則として統合する。一部町

村のみに設置されているものは、可能な限り調整するものとする。 

 

 

１１ 条例、規則等の取扱い 

 

条例、規則等の制定にあたっては、合併協議会で協議、承認された各種事務事業等

の調整方針に基づき整備するものとする。 

 

 

 

１２ 地域審議会 

 

合併後、旧河合村の区域及び旧宮川村の区域に、市町村の合併の特例に関する法律

（昭和４０年法律第６号）第５条の４第１項の規定に基づく地域審議会を設置する。 

旧古川町の区域及び旧神岡町の区域には設置しない。地域審議会の設置期間は、１

０年間とし、委員の定数は１５人以内、任期は２年とし、その他組織並びに運営方法

等については、「地域審議会の設置に関する協議」による。  
 



     「地域審議会の設置に関する協議」        別紙 

 

 

１３ 事務組織及び機構の取扱い 

 

(1) 基本的な考え方 

新市の行政を地域の実情に即し、かつ新市に相応しい組織体制で実施するた

め、本庁及びこれを補助する機関として、旧町村に振興事務所を置く。 

本庁は、市全体の総合的な事務を行い、旧町村地域における直接的な事務を

行う各振興事務所と調整を図りながら、市の健全な発展を推進する。 

ただし、一定期間ごとに管内の状況及び社会状況に合わせて、組織のあり方

を含めて検討するものとする。 

    〈基本的事項〉 

          ① 市民の声を適正に反映することができる組織・機構 

② 市民が親しみやすく利用しやすい組織・機構 

③ 指揮命令系統がわかりやすい組織・機構 

④ 責任の所在が明確な組織・機構 

⑤ 新市建設計画を円滑に遂行できる組織・機構 

⑥ 簡素で効率的な組織・機構 

⑦ 行政課題に即応できる組織・機構 

⑧ 緊急時に即応できる組織・機構 

 

(2) 本庁の組織等 

本庁は、部課制とし、本庁については現古川町役場庁舎とするが、全機能を

収容するには容積的に困難である。しかし、新市をスタートするに当たり、厳

しい財政状況下にあって庁舎新設は当面行うべきではないという判断のもと、

既存の施設の有効利用（分庁舎方式）を検討する。 

 

 

１４ 振興事務所（支所機能等） 

 

地域の実情に即したきめ細かい行政を継続して行うために、旧町村に振興事務所を

設置し、その位置は旧町村の役場の位置とする。 

現在の河合村役場を「飛 市河合振興事務所」、宮川村役場を「飛 市宮川振興事

務所」、神岡町役場を「飛 市神岡振興事務所」とする。なお、「飛 市古川振興事務

所」の位置については、別途協議する。 



所長は、本庁の部長と同等若しくは上位の位置付けを検討する。 

  振興事務所の機能 

① 所管地域の地域振興策の立案及び調整 

② 市民サービスに関わる直接的事務の執行 

     所長の権限 

            ① 市の施策及び事業に関する調整権 

② 管内における地域振興予算の要求権 

③ 特別に指定された事業の執行権 

ただし、振興事務所については、一定期間ごとに管内の状況及び社会状況に合わせ

て、組織のあり方を含めて検討するものとする。 

 

 

１５ 一部事務組合等の取扱い 

 

(1) 吉城広域連合、飛騨消防組合及び飛騨地域広域行政事務組合の取扱いについて

は、関係機関の協議を踏まえ、新市移行までに調整する。なお、住民生活に支

障が生じないよう、できる限り早い時期の調整を図る。 

(2) 飛騨農業共済事務組合については、４町村は合併の前日をもって当該組合から

脱退し、新市において合併の日に当該組合に加入する。 

(3) 土地開発公社については、次のとおり調整し、新市に引き継ぐ。 

①  神岡町土地開発公社については、古川町土地開発公社に債権を譲渡し、

債務を引き継ぎ、合併の前日までに解散する。 

② 古川町土地開発公社については、神岡町土地開発公社の債権を譲受し、

債務を引き受け、新市における土地開発公社とする。     

 

 

１６ 使用料・手数料等の取扱い 

 

(1) 使用料については、４町村におけるこれまでの料金改定の経緯や受益者負担の

原則を基本に、同一又は類似する施設の使用料については可能な限り統一し、

減免規定は新市発足までに調整する。 

(2) 手数料については、合併時に統一を図る。 

(3) 分担金については、受益者負担の原則を基本に、新市において調整する。 

 

 

１７ 公共的団体等の取扱い 



 

公共的団体については、新市の一体性を確保するため、それぞれの実情を尊重しな

がら、統合又は再編の調整に努めるものとする。 

(1)  ４町村に共通している団体は、できる限り合併時に統合できるよう調整に努

める。 

(2)  ４町村に共通している団体で、実情により合併時に統合できない団体は、新

市移行後統合又は再編できるよう調整に努める。 

(3) 独自の目的を持った団体は、現行のとおりとする。 

 

 

１８ 補助金、交付金等の取扱い 

 

補助金、交付金等の取扱いについては、従来からの経緯、実情等に配慮し、新市に

おいて公共的必要性、有効性、公平性の観点で調整する。 

(1) 同一あるいは同種の補助金等については、関係団体の理解と協力を得て、統

一の方向で調整する。 

(2) 独自の補助金等については、従来の実情等を考慮し、補助金等の目的を明確

化し、均衡を保つよう調整する。 

(3) 整理統合できる補助金等については、統合・廃止できるよう調整する。 

  
 

１９ 町名・字名の取扱い 

 

(1) 町・字の区域は、従前のとおりとする。 

(2)  名称については、次のとおりとする。 

① 古川町においては、「吉城郡古川町」を「飛 市古川町」に置き換える。 

② 河合村においては、「吉城郡河合村大字」を「飛 市河合 町」に置き換

える。 

③ 宮川村においては、「吉城郡宮川村大字」を「飛 市宮川町」に置き換え

る。 

④ 神岡町においては、「吉城郡神岡町」を「飛 市神岡町」に置き換え、「大

字」の表記を抹消する。 

 

 

２０ 慣行の取扱い 

 



市章は、新市発足前に公募し決定する。 

市民憲章、市の木、花、鳥等及び宣言は、新市において調整する。 

 

 

２１ 国民健康保険事業の取扱い 

 

(1) 賦課は四方式で、応能・応益割は５０：５０とし、保険料率の基準については

古川町を基準に新市において調整する。 

(2) 軽減割合は、７割軽減、５割軽減、２割軽減を適用する。 

(3) 賦課期日は、４月１日とし納期は現行どおり１２期とする。 

(4) 出産育児金は、現行のとおり３０万円とする。 

(5) 葬祭費の支給については、現行のとおり２万円とする。 

(6) 高額医療の貸付事業については、古川町の事例により新市に引き継ぐ。 

(7) 保健事業（人間ドック）については、神岡町の事例により新市移行までに調整

する。 

 

 

２２ 介護保険事業の取扱い 

 

介護保険事業の運営については、吉城広域連合の動向を踏まえ新市までに調整する。 

なお、住民生活に支障がないよう、できる限り早期に調整を図る。 

 

 

２３ 消防団の取扱い 

 

消防団については、合併時に統合する。 

(1) ４町村の消防団の団員であるものについては、新市に引き継ぐものとする。 

(2) 組織、階級、定員、訓練、礼式及び服制については、調整し新市に引き継ぐも

のとする。 

(3) 任用、報酬、服務その他の身分の取扱いについては、調整し新市に引き継ぐも

のとする。 

 

 

２４ 各種事務事業の取扱い 

 

２４－１ 総務関係事業 



 

(1) 自治会(区）については、各組織及び区域とも原則として現行のとおり新

市に引き継ぎ、連合組織、事業及び機能については、各町村ごとの従前の

協力関係を考慮し、新市において調整する。 

(2) 選挙における投票区域は、当面現行のとおりとする。 

(3) 行政改革については、新市において速やかに調整し、継続して推進を図

る。 

(4) 情報公開制度及び個人情報保護制度については、新市において速やかに

神岡町の例を基準に調整する。 

(5) 表彰制度については、新市において速やかに調整する。 

(6) 防犯、生活安全及び交通安全関連事業については、現行のとおり新市に

引き継ぎ、住民の安全な生活環境の確保に努める。 

(7) 公平委員会は、新市において設置する。 

(8) 勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分とする。 

 

 

２４－２ 男女共同参画事業 

 

男女共同参画社会基本法の基本理念にのっとり、新市において古川町の例を

参考に行動計画を策定し、事業推進に努めるものとする。 

 

 

２４－３ 姉妹都市・国際交流事業 

 

現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において調整する。 

 

 

２４－４ 電算システム事業 

 

情報化関係事業（電算システム事業）の取扱いについては、合併時に電算シ

ステムを統合または整備し、住民サービスの低下を招かないよう調整する。 

 

 

２４－５ 広報・広聴関係事業 

 

(1) 広報紙は、毎月１回発行する。配布方法は、現行のとおり新市に引き継



ぎ、新市において調整する。 

(2) 同報無線、有線放送を利用した広報は、当面は、現行どおり運用し、一

元化に向けて調整する。 

 

 

２４－６ 防災・災害対策事業 

 

(1) 現行のとおり継承し、新市において速やかに地域防災計画を策定する。

この間、住民生活に支障のないよう、災害時の指揮命令系統を直ちに整備

する。 

(2) 防災行政無線の運用については、当分の間は、現行のとおりとし、新市

において周波数の統一を図る。 

 

 

２４－７ 交通関係事業 

 

事業の実施については、現行のとおり新市に引き継ぐものとし、運営方法等

については、新市において調整する。 

 

 

２４－８ 窓口業務 

 

(1) 受付時間については、新市の勤務時間とする。なお、月曜日のみ古川町

の事例により夕方の受付を１時間延長する。 

(2) 休日による住民票、印鑑証明書の発行については、古川町の事例により

日直者が対応する。 

(3) 住民票等の相互発行は、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

(4) 証明手数料については、新市までに調整し統一する。 

 

 

２４－９ 保健衛生事業 

 

(1) 健康診査事業、母子保健事業、乳児健康診査事業、予防接種事業につい

ては、それぞれ現行のとおり実施し、内容については住民に不公平の生じ

ないよう新市移行までに統一する。 

(2) 手数料及び各種補助金については、新市移行までに調整する。 



 

 

２４－１０ 診療所、病院 

 

(1) 診療所、病院の施設及び業務、診療体制については、それぞれ現行の

とおり新市に引き継ぐ。 

(2) 事務手数料については、新市移行までに調整し統一する。 

 

 

２４－１１ 障害者福祉事業 

 

(1) 在宅知的障害者交通費助成事業については、古川町の事例により新市

に引き継ぐ。 

(2) 重度心身障害者老人特別助成金支給事業については、神岡町の事例に

より新市に引き継ぐ。 

(3) リフトバス運行については、新市移行までに調整する。 

(4) 身体障害者住宅改造費補助金については、古川町の事例により新市に

引き継ぐ。限度額は、７５万円とする。 

(5) 重度心身障害児福祉手当については、古川町の事例により調整する。 

(6) 負担金、助成金については、新市移行までに調整する。 

 

 

２４－１２ 高齢者福祉事業 

 

(1) 老人ホームヘルプ付加サービス事業（介護保険対象者）の実施単価に

ついては、現行のとおり介護保険の水準を適用する。 

(2) 生きがい対応型デイサービス事業については、現行のとおり新市に引

き継ぎ、利用料は 1,000 円／回（食事代含む。）とする。 

(3) 老人クラブ連合会については、新市移行までに一本化に向けて調整す

る。 

(4) 敬老祝品贈呈事業については、８８歳と１００歳を対象とし、８８歳

は 5,000 円、１００歳は 30,000 円を贈呈する。 

 

 

２４－１３ 社会福祉協議会 

 



(1) 社会福祉協議会については、それぞれの事情を尊重しながら、合併に

向けて調整に努める。 

(2) 「飛騨４町村社会福祉協議会合併協議会」の調整方針を基に新市に引

き継ぐ。 

 

 

２４－１４ 児童福祉事業 

 

(1) 母子父子福祉推進事業については、新市移行までに内容等について統

一する。 

(2) 地域子育て支援センター事業については、新市移行までに事業内容を

統一し調整する。 

(3) 児童遊園地整備費補助金については、古川町の事例により新市に引き

継ぐ。 

(4) 子づくり、出産等補助金については、少子化対策の中で総合的に検討

し、新市移行までに調整する。 

 

 

２４－１５ 保育事業 

 

(1) 公立保育園事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 開所時

刻は７時３０分からを基本とし、開所時間は１１時間を基本とする。 

(2) 私立保育所児童保育事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

(3) 通園バスの利用料は徴収しない。 

(4) 保育園給食の調理場所については、現行のとおり新市に引き継ぐ。主

食費については、新市に移行後統一するよう調整する。但し、３歳未満

児については徴収しない。 

(5) 保育料の算定及び保育内容については、現行のとおり新市に引き継ぎ、

移行後３年をめどに統一するよう調整する。但し、算定については、国

の基準の５０％～７０％を目標に階層区分に応じ調整するものとする。

なお、０歳児については、新市において調整する。 

(6) 保育料の減免については、新市移行までに調整する。 

 

 

 

 



２４－１６ その他の福祉事業 

 

(1) 乳幼児医療・母子家庭医療・重度等障害者医療・６９歳老人等医療の

医療費助成金については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

(2) 福祉事務所については、新市発足時に設置し、事務所については本庁

内に置く。 

(3) 福祉施設については、現行のとおり新市に引き継ぐ。使用料について

も現行のとおり新市に引き継ぐ。減免規定については新市移行までに調

整する。 

 

 

２４－１７ 健康づくり事業 

 

(1) 健康教育事業、健康相談指導事業については、現行のとおり新市に引

き継ぎ、内容については新市において統一する。 

(2) 保健衛生業務推進事業については、古川町の事例により新市において

調整する。 

(3) 歩け歩け運動、健康祭りの開催については、地域での健康促進を積極

的に図るよう、新市において調整する。   
 

 

２４－１８ ごみ処理・環境対策事業 

 

(1) ごみ処理施設及び収集方法については、現行のとおり新市に引継ぎ、

新市において調整する。 

(2) ごみの分別種類については、現行のとおり新市に引き継ぎ、新市にお

いて調整し統一する。 

(3) 可燃ごみ及び廃プラスチック用指定袋料金は、神岡町の例により新市

に引き継ぎ、不燃ごみ収集手数料については徴収しない。なお、新料金

の施行は平成１６年４月１日からとし、平成１６年２月及び３月につい

ては、現行のとおりの料金を適用する。 

(4) 指定ごみ袋販売委託手数料は、８％とする。 

(5) 水質汚濁対策事業については、古川町の事例により新市に引き継ぐ。 

(6) ＩＳＯ１４００１推進事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

(7) ごみポイ捨て等防止事業については、古川町の事例により新市に引き

継ぐ。 



 

 

２４－１９ 農林水産関係事業 

 

農林水産関係事業については、農林水産業の振興を図るよう同一又は類似

する事業の統合又は再編を進めるとともに、基盤整備事業及び関係団体の育

成事業を継続して推進する。 

 

 

２４－２０ 商工・観光関係事業 

  
(1) 商工観光事業については、引き続き事業の推進に努め、同一又は類似

する事業の統合・再編を進め、事業の振興を図る。 

(2) 観光関連施設については、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後２年

以内を目途に民営化を図る。なお、廃止統合を含め、健全経営への取り

組みを継続して行う。 

 

 

２４－２１ スキー場関係事業 

 

スキー場関係事業については、現行のとおり新市に引継ぎ、合併後２年以

内を目途に民営化を図る。 

なお、廃止統合を含め、健全経営への取り組みを継続して行う。 

 

 

２４－２２ 勤労者・若者定住関連事業 

 

(1) 勤労者生活安定資金融資については、古川町の例により調整する。 

(2) 勤労者住宅資金融資については、神岡町の例により調整する。 

(3) 就職促進奨励金については、内容を検討したうえで新市に引き継ぐ。 

(4) 住宅建設等促進助成金については、古川町の例により調整する。 

 

 

２４－２３ 建設関係事業 

 

(1) 町村道及び農道、林道については、現行のとおり新市に引き継ぎ、適



正な維持管理に努める。 

(2) 山田防災ダム事業については、現行のとおり新市に引き継ぎ、適正な

維持管理に努める。 

(3) 都市計画事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

(4) 各種促進協力会等の負担金、補助金については、新市移行までに調整

する。 

(5) 工事等の分担金については、新市移行までに調整する。なお、継続事

業の分担金については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

 

 

２４－２４ 除雪対策事業 

 

現行のとおり新市に引き継ぎ、出動基準については神岡町の例による。 

 

 

２４－２５ 上水道事業 

 

新市の水道整備計画を策定し、事業の進捗を図る。 

水道料金、水道加入金については、現行のとおり新市に引き継ぎ、５年を

めどに調整する。 

 

 

 

２４－２６ 下水道事業 

 

新市の下水道整備計画を策定し、事業の進捗を図る。 

下水道使用料、加入金、分担金については、現行のとおり新市に引き継ぎ、

５年をめどに調整する。 

 

 

２４－２７ 市立学校の通学区域 

 

現行のまま新市に引き継ぐ。 

 

 

２４－２８ 学校教育事業 



 

現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において調整する。 

(1) スクールバス運行については、現行のとおりとする。 

(2) 篤志寄付の給付は、奨学資金に統合する。なお、寄付者名及び意志を

条文に残す。貸付額は古川町を参考に決定する。 

(3) 神岡町谷・中山地区の児童生徒の委託入学（細入村・大沢野町学校教

育組合）は、現行のとおりとする。 

(4) 各学校それぞれに特色ある活動が実施されているが、学校間及び市域

全体のバランスを保つよう調整する。 

 

 

２４－２９ 中学生海外研修事業 

 

平成１６年度は、現行のとおり新市に引き継ぎ、平成１７年度以降は、新

市において調整する。 

 

 

２４－３０ 学校給食事業 

 

現行のまま新市に引き継ぎ、新市に移行後、給食費を統一する。 

 

２４－３１ 文化振興事業 

 

文化振興事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

(1) 国・県・町村指定の文化財は、新市に引き継ぐ。 

(2) 入館料については、現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において調整

する。 

(3) 文化財修理補助金については、古川町の事例により新市に引き継ぐ。

ただし、町村指定文化財修理の補助率については、新市移行までに調整

する。 

 

 

２４－３２ 生涯学習事業 

 

生涯学習事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

(1) 関連公共的団体の取扱いについては、新市の一体性を確保するため、



それぞれの実情を尊重しながら、統合又は再編の調整に努める。 

(2) 主催行事については、現行のとおりとし、随時調整する。 

(3) 成人式については、現行のとおりとするが、新市において統一を検討

する。 

 

 

２５ 新市建設計画 

 

新市建設計画は、別添「新市まちづくり計画」に定めるとおりとする。 



別 紙

地域審議会の設置に関する協議

合併協定項目中「１２ 地域審議会」に関する組織及び運営等について
は、次のとおり定めるものとする。

（設置）
第１条 合併後、市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６
号 第５条の４第１項の規定に基づき 次のとおり地域審議会 以下 審） 、 （ 「
議会」という ）を設置する。。

名 称 設 置 区 域
河合地区地域審議会 合併前の河合村の区域
宮川地区地域審議会 合併前の宮川村の区域

（設置期間）
第２条 審議会の設置期間は、合併の日から平成２６年３月３１日までと
する。

（所掌事務）
第３条 審議会は、第１条で定める設置区域ごとに、当該設置区域に係る
次に掲げる事項について、市長の諮問に応じて審議し、答申するものと
する。
( ) 新市建設計画の変更に関する事項1

( ) 新市建設計画の執行状況に関する事項2

( ) 新市の基本構想の作成及び変更に関する事項3

( ) その他市長が必要と認める事項4

２ 地域審議会は、必要と認める事項について、市長に意見を述べること
ができる。

（組織）
第４条 審議会は、委員１５人以内で組織する。
２ 委員は、当該設置区域に住所を有する者又は当該設置区域内に存する



事業所等に勤務する者で次の各号に掲げる者のうちから、市長が任命す
る。
( ) 市議会の議員1

( ) 公共的団体等を代表する者2

( ) 学識経験者3

（任期及び失職）
第５条 委員の任期は２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補
欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２ 委員の再任は妨げないものとする。
３ 委員は、前条第２項各号列記以外の部分に規定する要件を有しなくな
ったときは、その職を失う。

（会長及び副会長）
第６条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。
２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたとき
は、その職務を代理する。

（会議）
第７条 審議会の会議（以下「会議」という ）は、会長が招集する。。

、 、２ 会長は 委員の４分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは
会議を招集しなければならない。

３ 会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。
４ 会議の議長は、会長がこれに当たる。
５ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の
決するところによる。

６ 会長は、審議上必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出
席させ、意見を求めることができる。

７ 会議は、原則として公開で行うものとする。ただし、議長が必要と認
める場合は、会議に諮ったうえで公開しないことができる。

（庶務）
第８条 審議会の庶務は、各設置区域の振興事務所において処理するもの
とし、必要に応じ本庁において連絡調整を行う。



（補則）
、 、第９条 この協議に定めるもののほか 審議会の運営に関し必要な事項は

会長が審議会に諮り定める。

附 則
この協議は、平成１６年２月１日から施行する。












